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高等教育および教育実践研究におけるSCSの 活用に関する研究
細川 和仁
西森 章子
前迫 孝憲
井上 光洋
はじめに
(1)遠隔教育 の課題 と期待
最近 のめざましい情報通信技術の進展 に伴 って、高等教育の分野 において も新 しい形
態の教授一学習が展 開されるようになって きた。例えば、衛星通信 や光ファイバー、テ
レビ会議 システム、インターネットなどによるデー タ ・情報提供や、遠隔地のキャンパ
スが結 ばれ、交換授業や シンポジウムが ひんぱんに開催 されるようになって きている。
この ような現状 をふ まえて、文部省大学審議会では検討 を重 ね、「『遠隔授業』の大学
設置基準 における取 り扱い等 について」答申を行 った*1。この答申のなかでは、マルチ
メディアの活用に期待 される効果 について、通学制の大学では、テ レビ会議式の遠隔授
業の実施 によ り、①地理的 ・時間的制約 などを超 えた学習の機会の提供、②大学問での
合同授業や単位互換の促進、③ 各大学 な どが有する知的資源の共有化、④地方公共団体
や産業界 との連携、⑤海外の大学等 との教育交流 の活発化が可能 になるとしている。一
方、通信制の大学 においては高等教育の機会が一層広が り、マルチ メディア教材 によっ
て幅が広がるなどの メリットを指摘 している。
この ような動向をうけて、 日本 での遠隔教育の中心を担って きた放送大学では、大学
設置15年に して、放送エ リアがCS(通信衛星)利用 によって全国に広が り、「いつ で も
どこで もだれでも」学べ るような環境 にまた一歩近づ くべ く整備 されてきている*2。放
送 とい う媒体 を利用することによって、 日本各地で、様 々な年代 の人が、多様 な学習に
アクセスできるようになった。 このような動 きは高等教育の 「ユニバーサル化」にいっ
そう拍車をかけ、学習の機会の普遍化が進む もの と思われる。
以上 のような動向の中で、現在、全 国の高等教育機関 に設置 が進め られているSCS.
(SpaceCol豆aborationSystem)はどの ような役割 を果たす ことがで きるだろ うか。
SCSは、教授一学習 システム としての遠隔教育 ・遠隔学習だ けで な く、大学問の教
育研究情報交換 システム(村 瀬、1998)とい う役割 も担 ってい る。筆者 らは、平成8年'
10月の運用開始当初か らこの新 しいシステムを利用 し、高等教育 ・教育実践研 究への活
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用のあ り方を模索 してきたが、すでに、山口 ・前迫 ・井上(1997)が、大阪大学人間科
学部における新情報技術 を活用 した教育 システムの構想 を提案 している。この提案では、
人間科学部 を 「人間科学 コミュニケーシ ョンセ ンター」 と位置づけ、1)教 授法改善の
ための トリガー、2)デ ータベースの構築 と運用、3)現 場 との密接 な関係の3点 によ
って特徴づけ られたシステム となっている。SCSがこのシステムの中で、大学教授法
の改善や教育実践研究 に利活用 されるためには改善 されるべ き課題が残ってお り、新 し
い局面か らのシステムの提案を行ってい く必要がある と考 えられる。
(2)本研究の目的
本研究では、人間科学部 としてのSCSの利活用 の現状について考察 し、高等教育お
よび教育実践研究の中でのSCSの利活用のあ り方 について提案 を行いたい。 まず、遠
隔教育の意義 と役割 を整理する。イギ リスのオープンユニバーシテ ィや日本の放送大学
の試みを対比 しなが ら、遠隔教育において考慮 しなければならない点 について構造 的 に
示す。次 に、衛星通信などの新 しい通信技術 を利用 した遠隔教育の現状 を、海外の実践
事例に学び、 日本における遠隔教育の問題点 を明らかにす るとともに、大阪大学人間科
学部にお けるSCS利活用の実情 をまとめ、利活用における問題点 および課題 を、利用
形態や技術的な側面か ら明 らか にす る。最後 に、それまでの課題や 「人間科学コミュニ
ケー ションセ ンター」構想 をふ まえなが ら、SCSを組み込んだ高等教育 および教育実
践研究の構想 と課題 について明 らかにし、提案 を行 う。
1.遠隔教育の意義 と役割
(1)遠隔教育の目的 と意義
遠隔教育DistanceEducationは、 「学習者 と教授者 とが地理的 ・物理的に距離がある
ために、電子機器や印刷媒体お よび郵便や通信手段等 を利用 して、学習ない し教育の場
を設定する教育方法」 といえる。
一般 に遠隔教育の目的は、個人的 ・社会的 ・専門的責任 の委託 と要請 によって、次の
ようなことがあげられよう。
① 個 人ない し社会において実際 に価値 と有用性 が認め られ、とくに労働市場や資格
認定機関な どに要請 されて、先端的な最新 の知識や技術sknlを習得すること。
② 人間性 を豊かに し、かつ社会が要請するような知識 ・価値 ・習慣 を学び、内在化
してい くこと。
③ 当面する重要な研究や課題に対 し、 自己学習力を発揮 して、独力で学習課題に取
り組んでい く能力 を開発 し、身につけてい くこと。
④ と くに高等教育段 階において、 リカレン ト教育recurrenteducationのために意欲
づ けを行 うこと。
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遠隔教育の機能や役割は、二般 的な教育の目的 ・目標 と合致す るものであるが、その
特性か らくる役割 は、遠隔教育がおかれている状況や目的 ・「目標 によって きわめて多様
である。
a.通信手段:サ テライ ト、テレビジョン、 ラジオ、郵便、有線放送(ラ ジオ、テ レビ)、
電話、デrタ 通信 網、無線、光 ファイバー、インター ネッ ト、コンピュー
タ ・ネッ トワーク
b.教材 ・教具:印 刷媒体(テ キス ト、ブ ックレッ ト、セッ ト・ブック)、オーデ ィオテー
プ、ビデオテープな ど、スライ ド、フ ィルム、写真、映画、実験 キ ッ
ト
c.対象の レベル:就 学前教育、小学校、中学校、高校、大学、義務教育以 降、社 会人、
企業 ・会社員、ボランティア
d.遠隔教育組織の設置者(財 政負担者):国、地方公共団体、学校(大 学)、学校法人、
特殊法人、放送局、地域放送局、会社 ・企業
さらに、遠隔教育の目的 を詳細に分類す ると次のようになろう。
① 開発途上国における全般的な教育水準の向上(学 校教育 との リンク、例:イ ン ド、
イン ドネシア)
② 教育放送(学 校放送など、学校教育 との リンクで先進国:補 助的な教育機能 を持
つラジオ、テ レビ)
③ 広大な国土 を持つ国における義務教育段階の教育(お もに無線、ラジオ、テレビ、
サテライ ト)が利用 されている。
④ 先進国等における継続教育、生涯学習
⑤ 資格や免許 を獲得するため(教 員免許および各種資格など)
⑥ 外国生活における自国教育の修学(海 外子女教育、異文化理解教育)
⑦ 地域社 会における社会教育、教師教育、あるいは専 門教育(UHF局、有線 テ レ
ビ局など都道府県別が多い)
⑧ 同一機関内における教育活動 とくにスタッフ ・ディベロ ップメン ト
⑨ 大学間における授業、研究会、ゼ ミナール、 シンポジウム
⑩ 国際間の研究会、 カンファランス、シンポジゥム
前述のようなカテゴリーの枠組みで遠隔教育を位置づけてみると、 このいずれかの項
目にあてはめることがで きる。遠隔教育は基本的 には多様 なメディアを利用 して、マス
コミュニケーシ ョンとして大集団の対象学生 に学習の機会を与 えることであるが、一方
で次の7点 をつねに考慮 しなければな らないであろう。
① 遠隔教育の組織 の適応性 と柔軟性:大 集団である学生収容能力および個人ない し
社会のニーズ
② 教育内容の質的 向上 と改善:プ ログラムやコースの設計 と評価
③ 教育方法の効果 と評価:学 生が習得する知識や技術の評価 と方法 自体 のアセス メ
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ン ト
④ 教育方法 は、多人数教育 と個別化(小 集団)と いう相反する局面 を常 に持 ってお
り、教授 ・学習活動 におけるフィー ドバ ックとコミュニケーションは重要な役割 を
担 っているので、チュー トリアル、 グループ活動、 カンファランス、セ ミナー、ス
クー リングなどの方法が最大限に利用 され、個人の関心 をフォロー してい くと同時
に、学習 を深化させ てい く必要がある。
⑤ ④ と関連 して、遠隔教育はその特性か ら、受動的な学習形態 に陥 りがちで、全体
的な教育 システムや コースの設計にあたって、学習意欲や自主性 を喚起 し、それら
を尊重す るように しなければな らない。
⑥ 学習者側が どれだけコースに応 じた教材 ・教具、機器 を準備で きるか、財政援助
や授業料 とあわせて、費用負担等の問題がある。
⑦ 遠隔教育の社会的価値 と評価。
(2)遠隔教育における新 しい情報技術の役割
近年新 しい情報技術が発展 し、 これまでにな くすそ野の広が りを拡大 してきている。
この新 しい情報技術が教育の中で広 く利用 され、かつその情報技術 によって新 しい学習
の場が設定 されて きてお り、 もっともよヤ・例はイギリスのオープン ・ユニバーシティを
中心 とした遠隔教育である。 このような情報技術 を利用 した教育は、技術それ 自体が一
つの革新性を持っているが、社会的に受容 されかつ機瀧 してい くことも重要である。そ
の際、それぞれの技術の持 っている機能や役割、あ るいは リスクを考えていかな くては
な らない、,新しい情報技術 を利用 した新 しいメデ ィアが遠隔教育においてどの ような役
割 を果た しているかについて、検討 してみたい。
〈新 しい情報技術 の特徴 と教材〉
第一に、新 しいメディアが非常 に幅広 く多様 になってきていることである。かつそれ
が使いやす く、家庭の中にも普及 してきているということが言える。テ レビ放送をはじ
め、ラジオ、家庭で利用で きる実験キ ット、オーデ ィオテープレコーダ、ビデオテープ
レコーダ、ビデオディスク、マ イクロコンピュータ、通信手段 としての有線 テレビ、人工
衛星 を利用 したサテ ライ トテ レビ、光 ファイバー ・ATM・電話回線 な ど短時間に大容
量の情報 を送ることがで きる新 しい通信 回線、それらと既存のデー タ通信、デー タベー
ス、テ レテキス トシステムなどとが結びついて出て きている。
すでにこの ような情報技術 は遠隔教育な どにおいては採用 されつつあ り、 どの ような
メディアを組 み合わせて学習 を促進 し有効 となるかが課題になっている。さらに現在あ
る既存のメデ ィアとリンクをいかに有効 に使 うかが非常 に重要な問題 になってきている。
一方、そこでは、メデ ィアを誰が選択 し、誰が制作 し、発信 してい くのか も重要になっ
て くる。 もちろん、新 しい技術の採用の場合は、研究開発の段階でその有効性が評価 さ
高等教育および教育実践研究におけるSCSの活用に関する研究 215
れているが、メデ ィアについてユーザ となる学習者がどの ような知識 を持 ち、また利用
可能か も問題になって くる。いずれにして もメディア自体 の幅を広げてきていること、
い くつかのメディアの組み合 わせによって有効な学習の場が設定 されて きていることが
言える。
第二 に、要求や必要性 に応 じて即時的な利用が可能 となっていることである。つ ま り、
アクセスが可能になってき℃いることが言える。 メディアが一つの ものだけでなく、た
とえば、同じ教材 でもビデオの もの、ビデオがなければオーデ ィオだけのもの、あるい
はマイクロコ ンピュータを持 っていな くて も電話回線 に よる問い合 わせ、また ビデオ
テックスを利用するな ど、同 じ内容で も多様 なメデ ィアと通信手段 によって きわめて利
用 しやす くなって きている。必 要に応 じて使いたい教材 をいつで も自由に入手で きるよ
うな体制を整備することが重要であると考 えている。 また、通信手段の拡大によって職
場においても家庭 において も利用可能にな り、アクセス可能な もの として広が りを持 っ
ているとい うことが言 える。それ らの技術 によって、遠隔教育が ⑳mebesedleaming(家
庭 をベースとした学習)あ るいは学習センターなどの地域セ ンターをベース とした学習
などの場が設定 されて きていることが言 えるのである。つま り、 メディアの拡大 と同時
にアクセスを拡大 している。
第三 に、新 しい技術 を使 ったメディアのコス トの低廉化があげられる。オーデ ィオカ
セ ッ トやテレビな どは、かつては高価 なものであったが、現在ではほとんど家庭の中に
入ってきてお り、相対 的に非常に安 くなってきている。 またマイクロコンピュータなど
において も、安 くかつ高性能 になって きている。 このようなコス トの低下が さらに利用
の拡大 を促進 して きている。また、通信手段 の面で も電話、郵便、インターネット、ATM、
デー タ通信の使用料 も相対的にかな り安 くなってきている。 したがって、そ こに使 われ
る教材が通常の経費で十分まかなえる状況になってきている。
この ような意味で、 メデ ィアの幅が広が り、利用の促進が はかられ、 コス トが低下 し、
技術が高性能 とな り、 より人間的なふれあいの場が形成 されて くる ことによって新 しい
技術が遠隔教育において大 きな役割 を果 たしているもの と考 えられる。
〈遠隔教育の新 しいメディア〉
遠隔教育で注 目されているメデ ィアは、第一に印刷媒体 、セ ッ ト・ブック、副読本 な
どのテキス ト類があ り、最近 はワー ドプロセ ッサによ り各種の通信文 の電送が可能 に
なってきている。
また、第二に大 きな役割 を果た しているメディアとして、放送テ レビジョンがあげら
れる。 これは、一般に遠隔教育は放送だけに依存 しているように考えられるが、必ず し
もそうではない。 しか し、相変わ らず有力な手段 の一つで、遠隔教育 において も、放送
テレビジョンの占める割合は少 しずつ低下 してきてはい るが、依然 として有力な手段 と
なっている。
216
第三は、新 しい もの としてオーディオ ・ビデオカセッ トがある。最近は ビデオカセッ
トの標準化が促進 され、低価格で市販 されて きてお り、また1/4イ ンチカセ ッ トの開
発 などはますます普及 してい くであろう。ビデオカセッ トは、放送 された ものをその ま
ま録画 してお き、学習センターや家庭で利用 されるとともに、遠隔教育で開発 した各種
教材 をビデオカセ ットにお さめ、素材 として提供す ることも行われている。
第四 として、通信手段の多様化があげ られる。サテライ ト、無線 ・有線 テレビ、電話
回線が広 く利用 されている。つ まり、通信手段 も非常 に多様 になり、それ らを組み合 わ
せ て選択することがで きるようになってきている。
第五 に、最近非常 に開発が進んで きているのが ビデオデ ィスクである。同 じ教材を大
量 に制作で きる利点があると同時 に、そこに大量の情報 を入れ、それをデータベースと
してラ ンダムアクセ スして利用できるため、大いに将来が注 目されている。
第六 は、 コンピュータが大 きな威力 を発揮 していることである。遠隔教育 においては、
現在二つの利用の方法が考えられている。一つは、いわゆるCAI/CALComputerAssis乾ed
Instruction/Leamingと言われてい るものである。これは、メインフレームの大型 コンピ
ュータを介 して、相互に学習で きるシステムである。 このため には、メインフレームの
コンピュータで大容量の情報 を蓄積 してお く、つ まり、教材あ るいは教育資料のデータ
ベースを作ってお き、それをランダムアクセスで検索できるシステムである。 日本にお
いてもこの ようなデー タベースシステムが開発 されてきているが、新 しい コンピュータ
技術が遠隔教育の中で十分利用できるようになって きていることが言える。
なぜ 、CAI/CALが遠隔教育に導入 されたかについての理 由はい くつかあるが、お も
にコンピュータの持 っている性能や ソフ トウェアに依存 している面が強い。 まず、第一
に個人の学生に適応 した学習ができ、かつ即時的なフィー ドバ ックや応答が可能である
点がある。第二 に、 コンピュー タによるシ ミュ レーションの技術であろう。た とえば、
アニメーシ ョンや物理現象のシミュレーシ ョンなどを即座 に検索 し、利用で きる とい う
ことがある。第三に、データベースを支えているものは大容量のデー タを記憶 し、検索
する機能 を持 っているので、これによって即座に学習者のニーズに応 じて より柔軟な学
習に利用で きることがいえる。第四は入出力装置である。専 門的な操作技術の訓練が な
くても簡単な操作 によって多様な学生に対 してそのニーズに応 じて容易 に利用すること
が可能 となっている。第五に、この ようなシステムを導入す ることに よって、興味 ・関
心 ・発想 の異 なる多 くの学生の学習の動機づけを与えることがで きる。つ まり、学習者
が学習 したい ものをいつでも引 き出すことを可能 にすることによって、学習意欲を増進
させる ことができる。それ を裏付 けるためには、多種 ・多様 ・大量の教材 を用意 しなけ
ればならない。第六 に、家庭にマイクロコンピュータが 入って きてお り、それ をCAL
として利用することもできよう。
イギ リスのオープン ・ユニバーシテ ィの教授 メデ ィ「アとしては、表1-1の ものが あ
げ られる。一方、 日本の放送大学では、テ レビ ・ラジオ番組、テキス ト、スクー リング、
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チュー トリアルなどである。遠隔教育 を支 えるのは、教材の層の厚 さと多様 さである。
他の遠隔教育 についても同様 なことがいえよう。
表1-1イ ギ リスの オー プ ン ・ユ ニ バ ー シテ ィの教 授 メデ ィア
① 印 刷 ・通 信 教 材pdntedcorrespondencematedals
② テ レ ビ 番 組tdevisionprogramme
③ ラ ジ オ 番 組radioprogramme
④ 通 信 に よ る 個 人 教 授correspondencetutors
⑤ 直 接 個 人 教 授face-to-facetutors
⑥ カ ウ ン セ ラ ーcounsellors
⑦ 宿 題aSSignmentS
⑧ カ セ ッ ト テ ー プ 、 レ コ ー ドtapecassetteandrecords
⑨ 写 真 ス ラ イ ドphotographictransparendes
⑩ 家 庭 用 実 験 キ ッ トhomeexp的mentkit
⑪ 全 国 学 生 向 け コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ スnationalsutudentcomputingservice
⑫ 夏 季 講 習summerschool/easterschooi
⑬ セ ッ ト ブ ッ クsetbooks
⑭ 抜 粋 読 本reader
⑮ 電 話 に よ る 教 授telephonetuition
2.衛星通信 を利用 した教育の現状 と課題
(1噺しい衛星通信技術 と公共テ レビ
遠隔教育 と通信技術の進歩 には深い関係が見 られる。その中でも衛星通信は、地上無
線系(地 上波)、有線系の通信技術進歩 と合 わせて、遠隔教育の変遷に大 きな影響 を与
えている。そ こで、まず衛星通信 の現状 を公共テ レビ局 を例 に調べ てみたい。
衛星によるテ レビ中継が 日常の もの となった今 日、世界各国の公共テ レビ局 は、外国
に在住する母国民や溝外の視聴者に向けて、積極的 にテレビ番組 を衛星経 由で配信する
ようになってきた。テレビの衛星中継では、地上波のテレビ放送 に先駆けて、デジタル
方式が一般的 になっているが、その理由は、デジタル方式にすることによって、従来の
アナログ方式ではテ レビ番組1チ ャンネルを送っていた衛星の同じ中継器(ト ランスポ
ンダ)で 、多 くのチャンネル(6～8チ ャンネル程度)を 送ることが出来 るようになる
ためである。例 えば、1995(平成7)年に打 ち上げられたアジアサ ッ ト2号の中継器10B
(周波数4000MHz)はヨー ロッパ ・バ ンケ ッ トと呼 ばれ、 ドイツの ドイッチ ェ ・ヴェ
レTV、スベ インのTVEイ ンターナ シ ョナル、 イタリアのRAIインターナシ ョナル、
フランスのTV5ア ジアやMCMア ジアといった公共テ レビ各局 を視聴で きる他、フィ
ンラン ド、オランダ、スイスといった各国のラジオ番組 を聞 くことがで き、アジア各国
に視聴者が多い。この ように、 自国の番組 を海外 に積極的に配信することは、世界の中
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に自国の存在 を明快 に示すための重要な手段 となってきた と思われる。そ して、このデ
ジタル配信 の方式 として、DVB方式が実質的 な国際標準 となっている。アジアサ ッ ト
2号では、この他の中継器で、中国中央テ レビの海外向チ ャンネルCCTV4、ポル トガ
ルのRTPインターナシ ョナル、米国政府機 関によるワール ドネッ トなど従来のアナロ
グ方式による公共テ レビ番組 も視聴で きるが、これら各局 も他地域向けにはDVB方 式
によるデジタル配信 を行 っている。
このような国際環境の中で、 日本ではNHKに よるテ レビ国際放送の実施が法制化さ
れた。そして1998(平成10)年10月、南西 ・中央アジア、中東、アフリカ北部、欧州、南
・北米へのDVB方 式 によるテレビ国際放送が正式 に開始 され、4月 に先行 して始 まっ
ていたアジア ・太平洋地域への配信 と合わせ、世界 のほとんどの地域でNHKの テ レビ
国際放送が視聴可能 となった。放送時間は1日18時間で、文字ニュースの時間も多 く、
欧米な どテ レビ国際放送で先行する各国に比べ るとこれか らに期待する部分 も多いと言
われているが、 ともか く世界 中でNHKが 視聴可能 となったことは大 きな意味がある と
思 われる。まだ、海外在住の 日本人や2世 、3世 は じめ、 日本 に興味を持つ外国の人々
に、 このテ レビ国際放送 「NHKワー ル ドTV」の情報が伝わっている状態 とは言えない
が、 これか ら徐々に視聴者が増加 してい くもの と期待 されている。なおNHKワ ール ド
TVは、希望者が 自由に視聴で きる 「放逼」の ようなものだが、通信衛 星を使 って中継
されている 「通信」 ということもでき、両者の壁が 「規制緩和」で低 くなった新 しい形
態 と言 われている。
(2凍館落成記念講演 のデジタル世界配信
1998(平成10)年9月1日 に人間科学部では、東館落成記念に河合隼雄先生の記念講
演 を全世界 に配信 した。この配信はくDVBデ ジタル方式で行 われた。これ は、世界 の
公共放送局の多 くが世界配信 に使用 している国際標準の方式で、受信者は共通の機器で
受信するこ とが出来 る。さらに、NHKワール ドTVが中継 に用いている通信衛星 と同
じPanAmSat(パンナムサ ッ ト)2号、4号、5号の3基 の衛星 を用いたため、NHKワー
ル ドTVを受信 している場合は、パラボラアンテナを移動する必要 もなか った。この試
みは、例 えば海外 日本人学校などに緊急の教育プログラムを送 りたい といった、将来の
事態 に対応する実験 として も位置付 けられる。 また、パ ンナムサ ッ ト5号衛星を受信 し
ていた南米アルゼンチンのコル ドバ大学か らは、中継の中で電話による質問が寄せ られ、
河合先生が解答 を返 された。 さらに、イン ド洋上のパンナムサ ット4号衛 星か らの信号
はタイで受信 され、Thaicom(タイコム)衛星 に再 中継 された他、太平洋上のパ ンナム
サ ッ ト2号衛星か らの電波は、米国のスタンフォー ド大学や 日本国内の東京工業大学、
富山大学、金蘭短期大学等で受信 され、視聴や実験のために利用 された。
今回の中継では、 タイのワンクライカンウォン ・スクールが利用 しているタイの衛星、
Thaicom(タイコム)と 連携 した通信 実験が行 われた。同スクールは、世界で も有数の
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遠隔教育システムを運営 してお り、中学か ら高校 まで各学年1チ ャンネルつつ計6つ の
衛星チャンネルを使い、リアル タイムの衛星中継で授業 を行 っている学校教育 プロジェ
ク トである。質問は電話で受けつ ける方法で双方向講義 を実現 している。少数民族や教
育機会 に恵 まれない生徒向けに国王が進めているプロジェク トで 日本語 の授業 もあ り、
日本語の授業を直接、 日本から専 門教師 に実施 してほしいとの希望が伝 えられているこ
とか ら、本実験が計画された。実際には、大阪大学の講演 にタイ語 の字幕 などを付加 し
た映像が タイコム衛星で再度中継 されたことに加え、講演終了後、 タイコム衛星を通 し
て、ワンクライカンウォン ・スクールの校長先生か ら大阪大学に向けたメ ッセージが届
けられた。
(3)実験 に見る衛星配信 の課題
デジタル方式の衛星テ レビを受信する場合、受信する衛星 の方向にパラボラアンテナ
を向ける他 に、電波の偏波(振 動方向:垂 直(V)または水平(H))、中心周波数、 シン
ボル レー ト、FEC値(フ ォワー ド・エ ラー訂正(コ レクシ ョン)値)を 合 わせ な くて
はならない。この うち偏波 と中心周波数 は、従来のアナログ方式で も同様 に設定す る必
要がある。 しか し、シンボル レー トとFEC値はデジ タル方式 になって初め て現れた概
念である。この2つ の値 は、中継 に利用する衛星の中継器毎に既 に決まっている場合 と、
中継毎 に自由に指定で きる場合 とがある。例えば、MCPC(マルチチャンネル ・パ ー ・
キャリア)と 呼ばれる中継方法では、地上の送信局から衛星 に向けて複数のチャンネル
を束ねた形式の電波 を送信す る。そのため、通常 これらの値は固定 されていて選択で き
ない。人間科学部記念講演の衛星配信で は、パ ンナムサ ッ ト4号衛星がそれに当たった。
シンボルレー トは21.8Mbaud,FEC値は3/4に 固定 されてお り、その中のチ ャンネル
6が用い られた。 この場合、衛星に電波 を送信す る中継地上局 も固定 されることになる。
記念講演 では、中継 をシンガポールのABC(ア ジア ・ブ ロー ドキ ャスティング ・セ ン
ター)に 依頼 した。
それに対 し、パ ンナムサ ット2号 や5号 は、SCPC(シングルチ ャンネル2パー ・キャ
リア)と 呼ばれる、チ ャンネル毎に異なる周波数 を利用する方式で、利用する中継地上
局やパ ラメータをある程度 自由に設定で きる。大阪大学か らパ ンナムサ ヅ ト2号 に向け
て、 シンボル レー ト6.62Mbaud,FEC値1/2で送信 した。 この電波 は、衛星の中継器
でKuバ ン ドか らCバ ン ドに変換 されるが、中継器 の制約か ら偏波は垂直(V)に 固定
されて しまう。そのため一旦、 カリフォルニア(Napaのパ ンナムサ ッ ト地上局)で 受
信後、再びパ ンナムサ ッ ト2号 を経由す る偏波 を水平(H)と した再送信 を依頼 した。
これで、偏波が水平(H)で ある 「NHKワー ル ドTV」と同様 に受信で きる信号形態に
なったが、 この時に使 われた中心周波数3942MHzでは普段 、カラーバーが 送信 されて
お り、そのFEC値は2/3で あ った。そのためかFEC値の連絡が輻竣 し、各受信点で
予想外 の受信障害が発生する とい う現象が発生 した。この ような場合、特に位置の関係
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で 日本からは受信できない衛星で発生 しているか もしれない問題点には、事前の綿密な
打ち合わせ と共 に、臨機応変 な対応が必要 となる。
さらに、相互関係 のない機関の衛星 を利用する場合(今 回はパ ンナムサ ッ トとタイコ
ム)に 発生する問題点の解決には、臨機応変な対応(切 り分 け)に 加 え、深い洞察力が
要求される。今 回は、画像は送 られている ものの音声が届かない トラブルを経験 したが、
電話 を利用することで中継 を継続することが出来た。 これからの国際協力では、各国の
有す る資源 を最大限活かす ことが重要になると考えられるが、例 えば、 日本語の講義は
日本側の利用可能な衛星で送 り、外国側の受講生のようすや質問はその国の衛星 を使っ
て 日本に送る といった根互連携 を進めることも重要 な課題になると思 われる。
(4>中国における衛星の教育利用
中国教育 電視台 は、北 京か らは アップス ター衛星Apr-1Aの2つ のチ ャ ンネル
CETV-1とCETV-2を使 って教育番組 を衛星経由でアナログ配信 している。受信 可
能な地域 は、国内のみならず 日本 を含む東 アジアの広い範囲に渡っている。 しか し、 こ
れ らのチャンネルには、1995(平成7)年 か ら衛星 インターネッ トの信号が多重 されて
いる。す なわち、送出室の隣室等 に設置されたサーバ群 は、テ レビ信号の垂直同期信号
に100Kbps程度で多重化 された衛星 インターネッ ト網 に直結 してお り、教育テ レビが受
信できるならば、衛星インターネッ トを利用す ることが可能になっている。サーバには
教育情報 ネッ トワーク、コンピュー タ教育 ネッ トワー ク、生涯学習 ネットワークなど教
育専門の各 ネッ トワークに加 え、国家情報セ ンターネッ トワークや貿易促進会ネッ トワ
ークなども含まれてお り、西安交通大学が 開発 したコンピュー タ用ボー ドをコンピュー
タに差 し込んで利用する仕組みになっている。そ して、各コンピュー タからは既設の電
話等公衆通信 回線を使ったインターネッ ト網経由で、サーバにダウンロー ドの希望等 を
伝 えるが、 ダウンロー ドされる信号は衛星経由でサーバか ら直接、送 られて くるため、
伝送時間が短縮で きる。 しかも、有害情報のフィルタリングなどが可能なため、教育用
インターネッ トの課題 を解決で きる特徴 もある。現在、衛星配信 のデジタル化に関連 し
て、衛星インターネッ ト網 の高速化 も計画され、45Mbps程度の直接家庭に向けた衛星
インターネッ ト網への移行が検討 されている。
大学間の遠隔教育では、衛星のデジタル配信が進 んでお り、例 えば理工系教育で著名
な精華大学では、アジアサ ッ ト衛星 を使 った標準的なDVB方 式による遠隔教育が実施
されているな ど、時代に対応 したシステム構築が行われている。
(5)遠隔教育 にお ける通信網の標準化 と複合化
近年、衛星に よる教育番組配信 は、国境 を越 えて行われ る機会が増 えてお り、欧州等
には、世界同時配信 を行 う通信制大学や大学院 も現れるようになった。このような状況
の中で、遠隔教育 も世界 の趨勢 をにらんだネッ トワ門クの構築 を志向す る時代 になった
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と言 えよう。この場合、技術的にどのような形式が標準 となっているかを広い見地から
見極 めることも重要であろう。遠隔教育で使 われる画像 には、動 き成分が少数に留 まる
ことが多 いことから、伝送を狭帯域に押 さえることも可能 と考 えられ、DVB方式(MPEG
2)で あって も2Mbaud程度 も実用可能 と考 えられ る。 しか し、文字等細かい内容 も
正確 に伝送する必要があることから、遠隔教育 に適合 したデジタル圧縮方式の開発な ど
も並行 して続ける必要があると思われる。 また、パラメータ変換 を伴 う映像 中継 では、
デジタル信号を一旦、アナログ信号に戻 した上 で、再度、デジタル化する方法がほとん
どであるが、狭帯域伝送の増加 に伴 い、中継時の劣化 を減少 させるデジタル処理 も要望
される。
さらにインターネッ ト網が、電話等公衆通信網に加え、衛星やCATV、地上無線、光
ファイバ専用網 など多様な媒体 を並行 して使 う形式に進化 しているように、遠隔教育シ
ステムも、新 しい時代 の通信 システムを複合 して積極的に活用する時期に入った と思 わ
れる。また、通信技術 の進歩 に比べると、遠隔学習における教師 と学生の適切な活動 内
容 を見定めるには長い時間が必要 となる。そして、数多 くの関係者の経験が次の時代 の
システム構築につながることを忘れてはな らないであろう。米国では、多 くの大学が教
育テ レビ局やCATVの送出局 を持 ってお り、教師や学生で遠隔教育 を経験 している者
が多い。また、中国の教育用衛星 インターネッ ト網で は、教育関係者が新 しい時代の通
信網 を実験的に創造 し運用する機会を持 っている。このような時代や社会の背景 の中で、
次代 の活力ある教育 システム構築 に対する不断の努力 を怠 ってはな らないであろ う
3.人 間科学部におけるSCSの 利活用の実情
(1)衛星通信による大学 問教育研究情報交換 システム
〈SCSの設置状況 とメディア教育 開発セ ンター(NIME)の役割〉
「近年の高度情報通信社会の発展に伴 う、情報通信の教育利用の急速 な高 まりに対応
して全国の大学等に衛星通信 による映像交流 を中心 とした大学問ネットワークを構築 し、
マルチメデ ィア社会 に対応できる高等教育 システムを整備 してい く」ことを目的に、SCS
(SpaceCoHaborationSystem)は、放送教育開発センター(現 ・メディア教育開発セン
ター、略称NIME)が中心 となって整備が進め られた。
平成8年10月より運用が開始 され、半期 ごとに全国の国立大学 を中心 に小局が設置 さ
れ、平成10年10月現在、国立大学 にとどまらず、私立大学、国立天文台や国立民族学博
物館 といった大学共同利用機関や国立 の工業高等専門学校 を含 めて、89機i関106局に整
備 されてい る(表3-1)。 各機関が任意に利用 申請 をNIMEに提 出 し、会議、研修、
講義 、研究会など、様々な目的に応 じて利用 されている。
衛 星通信 を利用する ことによって、地上波 による放送 を利用する場合 よりも広域性(全
国をくまな くカバーで きる)や 同報性(情 報 を全国各地で同時に受けられる)と いう特
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長が発揮 され、加 えて放送利用では実現が難 しい 「双方向性」 を持つことを、特質 とし
てかかげているQ
表3-lSCS事 業実施機関数 ・設置局数
区分 機関数 局数
設置年度別内訳
7年度 8年度 9年度 10年度
大学 71 8 24(38)27(27)14(17)6(6)
国立大学 61 77 24(38)27(27)14(6)6(6)
私立大学 10 11 10(11)
国立高等専門学校 8 8 3(3)5(5)
大学共同利用機関 10 10 10(10)
合計 89 106 37(51)32(32)14(17)6(6)
*「設置年度別内訳」欄のOは 局数を示す
*国立大学の9年度機関数には、8年度設置済みの2機関を除く
SCSは、概念図3-1に もあるように、NIMEがHUB局となり、各参加機関にはVSAT
(Ve理SmallApenureTe㎜inal)を設置 して、民問の通信衛星であるJCSAT-3を用い
たデジタル回線 を使用 しているが、回線の制御 はすべ て、HUB局であるNIMEが行 う。
scs事業 におけるNIMEの役割 は、以上 のような0制 御信 号に よる大学 などでの運
用の簡易化 だけでな く、②衛星通信回線の確保、③ネッ トワーク利用の各種イベン ト実
衛 星 通 信 大 学 間 ネ ッ トワ ー ク構 築 事 業
{回纏制宵}
図3-1SCSの 概 念 図(N【MEホ ー ムペ ー ジ よ り)
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施の協力、0大 学な どとの連携 による共 同研究、⑤大学等間の連絡調整 といった機能 も
果 たしている*3。
〈VSAT局の設備 と対応 〉
各VSAf局には直径2.4mのア ンテナが設置 され、同時 に2チ ャンネルの送信、3チ
ャンネルの受信 を行 うことができる機能 を持つが、現在では1チ ャンネル送信 、2チ ャ
ンネル受信の運用 となっている。
表3-1の 「機関数」 と 「局数」の違いに見 られ るように、一つの機関に複数の小局
を持つ場合があるが、大阪大学 は平成8年10月のSCS運用 開始 と同時 に表3-2の 通
り3つ のVSAT局を持つ ことがで きた。吹 田キャンパス に[大 阪1][大阪2]の 二つ
の局が、豊中キャンパスに[大 阪3]局 が設置 され、またそれ らとは別に、医学部附属
病院には専用 の回線(大 学病院衛星医療情報ネ ッ トワーク)を 用いたハ イビジ ョン衛星
遠隔通信システムが設置 されている。
表3-2大 阪大学 におけるSCS設置場所
VSAT局名 大阪1 大阪2 大阪3
設置場所
コ ンベ ンシ ョ ンセ ン ター
2F会 議 室
工学部共同講義棟3F 全学共通教育機構
共通教育管理講義棟2
使用用途 共 用
面積(㎡) 200 258 137
収容人員(人) 120 252 120
キ ャ ンパ ス 吹田キャンパス 豊中キャンパス
表3-3平 成9年 度上半期 の利用種別件数 ・参加局数(益 子、1998、一部改編)
利用目的 申請件数 割合
のべ参加
局数 割合 ……1…舞ii
会議 59 12.6% 291 13.5% ≧
嘱罵 ヴ===ト==ト=:
iiii韮灘 二=i:……
研究会 161 34.5% 798 37.0%i難iiiiii:iii
研修 8 1.7% 251 11.6%…iiiiiii:iiiii翼}、 、.、、,。、
講義 115 24.6% 303 14.0%…,…、…講=;=櫨=二==し===
その他 124 26。6% 516 23。9% =∫iiil・}叢 馨iii灘
計 467 2159 …1　…iiiiii華iiiii讐
(2)人間科学部での利用 の現状
人間科学部 内での利用の現状 を見 る前 に、全国のSCS利用 の状況 を把握 してお きた
い。全体 での利用種別 ・参加局数は(平成9年 度上半期の場合)、表3-3の ようになっ
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ている く益子、1998)。細 か く見る と約3分 の1が 「研究会」 に用 い られてお り最 も利
用頻度が高いが、実際 には 「研究打ち合わせ」を行 うな どの場合、 「会議」 として登録
されることもあれば、「研究会」 として 申請 されることもあ り、境界線が明確ではない。
そのためこれ らをまとめて考 えれば、1件 あたり約5局 が参加 していることが分かる。
これに対 して講義 の場合は、1件 あた り2.6局となってお り、SCSの双方向性 を活か し
た講義 を行 うためには、参加局 を最小 限にす る必要があることがこの結果か ら示 されて
いる。
人 間科学部 におけるSCS利用 はお もに 「講義」 と 「研 究会」 を目的 としてお り、大
きく分けると、教育実践研究関連の企画、ボランティア学関連の企画が利用の大部分 を
占めている。
〈教育実践研究 を目的 とした利用 〉
教育実践関連のSCS企画は、国立大学教育実践研究関連 セ ンター協議会(以 下、セ
ンター協議会)の 研究 プロジェク トとして運用 開始 と同時 に企画 され、SCSが設置 さ
れている全国の教員養成系大学 ・学部が参加 している。大阪大学 もこれまでに視聴ある
いは研究発表 を行 って きている。セ ンター協議会が企画 したプロジェク トへの平成9年
度の参加状況は表3-4の 通 りである。
すべ ての研究会 ・講義はVHSで 収録 してお り、教育技術学研究室で ライブラリー化
して保管 しているため、 リアル タイムで参加できなかった場合や、研究の参考 として必
要になった場合に、いつで も視聴で きるようになっている。・
平成11年度 は、大学問遠隔共同講義 と して 「教育工学特講」「教育臨床」、研究会 とし
て 「SCS利用研 究会」「授業実践研究会」 の計4つ の企画に参加す る予定 である。 「教
育工学特講」は月2回 行われるが 「特講」 と名付けられているように、大学院生 を対象
とした講義 として単位化す る準備が他大学では進められている。
〈ボランテ ィア学関連の利用 〉
人間科学部 にボランテ ィア人間科学講座が平成8年 度 に新設 され、ボランテ ィア、国
際協力、NPOにかかわる講義 ・研究会がSCSを利用 して行 われた。
平成9年10月か らは大阪大学全学共通教育の講義 として 「ボランティア論」が豊中キ
ャンパスの講i義室で行われ、その様子 をSCSを使 って[大 阪3]か ら[大 阪2]に 送
ることで、吹田キャンパスでも受講できるようなシステムになった。吹田キヤンパスか
らの受講者はそれほど多 くはなかったが、共通教育の新 しい形式 として示唆の多い試み
だ といえる。 また、阪神 ・淡路大震災 をきっかけに活発化 したNGO/NPO活動 につい
て討議する研究会 も、総合研究大学院大学(神 奈川県葉山町)を 議長局 として、徳島大
学、広島大学、大阪大学 をSCSでむすんで行われた。
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表3-4教 育実践関連の企画 ・回数お よび内容(平 成9年 度 ・[大阪1]局 参加分)
企画(利用時間) 目 的 内容概略や参加局数
①利用研究会
(1時間)
本プロジェクトを実施 して
いくための定例の研究連絡会 5回
主に企画に参加する局が参加 し、次の半期での企画
の内容 ・話題提供者について打ち合わせる。
②授業実践研
究会(2時間)
小中学校での情報教育を中
心にした授業研究や講演会
7回
全国の小中学校での授業実践の取 り組みが、VTRな
ども交えて紹介 された。また、6月14日には 日本科
学教育学会の研究会が、7月12日には日本教育工学
会の研究会が試験的に行われ、活発 に質疑応答がな
された。
③教育臨床研
究会(後期の
み、1時間)
いじめ ・不登校問題を含め、
教育臨床分野の教育実践 に
ついての研究討議
3回
事例をSCSの電波に乗せるのは実際的には難 しいの
で、ストレスや生活指導などの問題について研究 ・
討議がなされた。
④教育工学特
別講義(後期
のみ、おもに
1.5時間)
大学での単位化を目指 した
リレー方式の講義。内容は、
教育工学 ・情報教育を中心
にしたテーマで行われた
5回
教育工学の分野で業績 をあげて きた研究者が、マル
チメディア、情報教育カリキュラム、ネットワークシス
テム、映像 リテラシーなどのテーマで リレー方式で
講義を行った。平均で14ものVSAT局が参加 した。
⑤教育臨床特
別講義(後期
のみ、1.5時間)
教育臨床分野の教育実践 を
対称にしたリレー方式の講
義
3回
事例的なものは扱わず、学校不適応、ス トレス、教
師 と子供の人間関係 などをテーマにした講義が行わ
れた。
⑥教育工学関
連演習(前期
のみ、1.5時間)
大学院生を対象にした、教
育工学に関わる諸問題につ
いての研究討議
3回
主にコンピュータを用いた教育実践のあ り方 につい
て、小学校などの事例 を用 いなが ら、改善点や問題
点などを検討した。
⑦ 晴報教 育 カ
リキュラム研
究会(前 期の
み 、1.5時間)
情報教育を中心とした学校
のカリキュラムについての
研究討議
5回 現在の情報教育の実践の現状を把握するとともに、それに伴 う教員養成 ・現職教育の問題について検討 した。
(3)利用形態 についての考察
メデ ィア教育 開発 センターは大学等でのSCSの主 な利用法 として4つ の形 態 をあげ
ている。す なわち、①大学等間での相互授業 ・合同ゼ ミ、② シンポジウム ・研究会 ・研
修会、③ 映像音響資料 ・希少教材の共同利用、④研究打合せ等各種会議 の4つ の形態で
ある。
〈大学等間での相互授業 ・合同ゼ ミの課題〉
大学で これまで伝統的に用い られて きた 「講義形式」の援業 は、大人数の学習者 に対
して行 う教授活動 して これからも大学教育の中心的な役割 をはたしてい くと考 えられる
が、SCSを用いた相互授業は 「講義形式」に変化をもたらす可能性がある。
ふだんなら聞 くことので きない遠方の他大学の教官 による講義、あるいは他分野の教
官 による講義が視聴で き、学習者側か ら質疑応答の しやすい環境が作 られる。 しか し一
方で教授者側 は、視聴者の反応 を直接感 じ取ることがで きず、カメラやモニ タを通 して
の授業であるQで 、教授内容の効果的な伝達のために相当の準備が必要になる。双方向
のシステムとはいえ、現状では一方向的 な利用あるいは2機 関間の双方向にとどまって
いる。効果的な情報 の伝達手段 としてSCSを活用す ることにはメリッ トがあ る一方 で、
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そのための準備や負担は大 きく、一方向的な教授 一学習にならざるをえないという問題
点 もある。
〈その他の利用形態〉
教育実践関連 のSCSプロジェク ト(表3-4参 照)の 中で も 「授業実践研 究会」は、
映像資料の共有化 ・共同利用 をね らいとした研究会でもあった。この研究会では、主に
小 ・中学校の授業実践の映像記録 を話題提供者が提示 し、その資料 をもとに討議が行わ
れた。映像情報の交換 とい うSCSの特長 を活 か しているだけで な く、その映像資料 に
解説を加えたり、参加局 どうしで意見交換がで きるとい う点は、これからの教育実践研
究の一つの方法 を示す もの として意味がある。
一方、ボランテ ィア学関連 の利用 と してNGO/NPO活動 に関する共 同研究会がSCS
を用いて行 われた。これは研究討議 というかたちをとってい るが、研究の打 ち合わせの
要素 も多 く含む ものであった。遠隔地にいなが ら研究会に参加で きるという実利的なメ
リットはもとより、研究会への参加者を幅広 く募 ることがで きるとい う点に特色がある
と考え られる。ボランテ ィア学な どの複合領域的な新 しい学問分野が拓 かれている現状
において、大学の研究者だけではない多様な人材 の参加による研究会活動は重要な意味
を持って くるのではなかろうか。
4.SCSを 組み込んだ高等教育および教育実践研究の課題
これ までのSCS利用 についての考察 を通 して、将来にわた ってSCSの利用を続けて
い くためのい くつかの課題が浮かび上がる。情報技術の進歩 によって新 しいハー ドウェ
アは否応 な く教育現場 に入 り込 んでき てお り、SCSもその例外ではない。画像の見や
す さや音声の明瞭 さなどの インタフェースについ ては、SCS利用者はおお むね肯定 的
であるという調査結果 もあ り(南 部 ら、1998)、このハー ドウェアにどの ようなソフ ト
ウェアを乗せ、また既存の大学教育、教育研究の枠組みの中にどのように位置づけ うる
か を検討す る必要がある。SCSならではの利用法 を確立 させ なければ、新 たな メデ ィ
アが導入 されればそれに取って代 わられることになろう。
すでに、山口 ・前迫 ・井上(1997)が「人間科学 コミュニケーションセンター」の構想
を提案 しているが、この構想 をもとに、大学が他の大学 との連携のみならず、小 ・中学
校な どの他の教育機関や地域社会施設 との情報交換 を視野 に入れ、新たなコミュニケー
シ ョンのあ り方を模索 してい く必要がある。
本章 では、大 きく分けて3つ の課題についてこれか らの展望を整理 し、既存の大学教
育 ・教育研究の枠組みへの位置づ けを考 えてい きたい。す なわち、(1)SCSを組 み込ん
だ大学教育システムの整備、おもにここで人間科学 コミュニケーションセンター構想 に
ついて検討 したい。 さらに、②大学/大 学院教育のカリキュラムへの位置づけについて、
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(3)現職教員 向けの教育内容の充実の ためのSCSの利用可能性 を検討 するこ とで、大学
における授業のあ り方、授業方法の変化について考察 したい。
(1)SCSを組み込んだ大学教育システムの整備
山口 ・前迫 ・井上(1997)の「人間科学 コミュニケーションセンター」構i想では、人
間科学部 を中心 として、衛星や放送、光ファイバーなどの通信 メディアを用いて、豊 中
キャンパスや他大学、海外の大学な どとの教材や授業の交換が提案 されている。このシ
ステムの特長 として、1)教 授法改善のための トリガー、2)デ ータベ ースの構築 と運
用、3)現 場 との密接 な関係 の3点 が挙げられている。これは大 きく分ければ、教育 ・
学習 リソースの充実化、大学 と外部機関 との リンクの形成 という2つ の視点か ら考察が
可能であろ う。
<教 育 ・学習 リソースの充実化>
SCSを教育情報交換 システム として位 置づ ける とき、 どの ような情報 を大学教育 と
して、あるいは教育研究 として扱 うのか とい う問題が生 じる。新 しい情報技術の登場 に
よって学習その ものの形態が変化 して きてお り、高等教育において も、データベースを
中心 と した学習システムが機能す る環境 を整 えなければな らない。 しか も、SCSが映
像 と音声 を中心 としたメディアであることを活かすため、映像教材のデータベース化が
急がれる。
講義や演習の教材 として各種の映像資料は これ までに も用いられてきたが 、主に授業
者本入が収集 したものに限られて きた。テ レビ番組のみならず、市販の映像 ソフ トや放
送大学の教材 なども幅広 くデータベース化することにより、教授者あるいは学習者が必
要なときに必要な ものが利用でき、 しか もそれが簡単なシステムによって検索 されなけ
ればな らない。また、映像のライブラリ化だけで なく、それ らとデジタル化 した文字情
報を組み合わせたデータベ ースの構築が今後の課題 としてあげ られ よう。
一方、データベースを用いた教授 一学習は、従来の講義 ・演習の形式 ではその場の臨
場感のためあまり注意 を払 われてこなか った 「教授 内容の伝達」について最大限の工夫
を必要 とする。つまり、教授法の改善の一つの きっかけに もなると考え られるのである。
しか し、これまでの講義 ・演習の形態 は当分変わらないであろ うし、なぜ遠隔で授業 を
行 う必要があるのか、なぜ外部の リソースに頼る必要があるのかといったことも、教官
の中では切迫 した環境 にはないのが現状であ る。つ まり、新 しいハー ドウェアが、既存
の高等教育の枠組みへ どのように位置づけ られるのかが不明確 であることが、大学教授.
法の改善を阻んでいる要因だと考 えられる。 この点については、欧米の大学に見 られる
ような 「教材 センター」の役割 を担 う部局を各大学が設置 し、教授者 ・学習者双方の負
担 を軽減 していく取 り組みが必要である。
228
〈大学外部の機関 との リンクの形成〉
研究現場 との密接 なリンクについては、山口ら(1997)の構想の中ではボランテ ィア
学において国内外の 「現場」*4との リンクを提案 しているが、教育研究の分野で は、大
学以外の各種学校、教育セ ンターあるいは公民館や博物館 などの社会教育関連施設など
との連携が必要 になって くる。以上の ような視点 から、新 たに人間科 学 コミュニケー
シ ョンセ ンターのモデルを作成 した(図4-1)。 臨床教育 あるいは教 育環境 いずれ を
考える上で も、現在の教育研究では現場 との連携 ・対象な しには成立 しない状況である。
研究者が現場を 「指導する」とい うこれまでの枠組みではな く、お互いが持 ってい るデー
タの蓄積 を双方向に交換す ることによって進むような学問 ・研究が追究 されている。加
えて技術 的な側面 でも、光 ファイバー網の整備 だけでな く、ATM、既存 の電話回線 な
どのメディアの整備 も必要 になって くる。
・ドキュメンタリー番組 コレクシ ョン
・ケース(カ ウンセ リング)に 関す る諸情報
・公民館
・図書館
・博物館
・人権センターなど
図4-1人 間科学 コミュニケーションセンター構想[山 口、前迫 、井 上(1997)を一部改 編]
(2)大学カリキュラムへの位置づけ
SCSによる教授一学習システムが大学 カリキュラムの中 に位置づ け られ るためには、
講義やゼ ミの単位化を制度的に整備 してい く必要がある。これは後 の(3)との関連で考察
す る必要があるが、例えば大学院修了 レベルの教員養成が求め られている現状 において、
遠隔地 を結んだ講義による単位取得 は、現職教員 にとって大 きなメリッ トをもたらす。
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SCSを用いた試みではないが、岐阜大学が新潟大学、香川大学 との連携 で、教員 の専
修免許状取得のための 「免許法認定公 開講座」 をテ レビ会議システム を用いて実施 して
いる(村 瀬、1998)。現職教員が参加 しやす い土曜 ・日祝 日に講義が設定 されてお り、
複数の大学の連携 によってこの研修が可能に.なっていることは、新 たな大学院教育 ・研
修のあ り方 を示唆 している。
これまで行われてきた、一つの場所に集 まって、毎 回同 じ教授者が多数の学習者 に向
けて、拠点 となる場 をもとに一方向的に伝達する大学教授法の概念 は、知識の硬直化を
防 ぐために も変革 してい く必要があ り、新 しい大学教授法 の実践研究が積み重ね られる
必要があろう。
(3)教育内容 ・方法の改善
く国立大学教育実践研究関連セ ンター協議会のSCS利用方針 ・教員養成 に関 して>
SCSを大学教育の中にどの ような形 で組み込み、位置づけてい くか、学習者が利用
してい くためにはその 目的 に応 じた授業が なされなければな らない。ここで はシステム
の側か らではな く、学習者の側か らの利用の可能性 を考 えてみたい。国立大学教育実践
研究関連 センター協議 会(以 下、セ ンター協議会)は 教 員養成 を目的 と してSCSを利
用する場合 として以下のような5つ の方向性 を打 ち出 している*5。
0教 育実践、授業記録等のscsを用いた提供 ・講義
② 第二外国語教育……講義、演習
③ 不登校 ・い じめ等の指導情報
0特 別講義等
⑤ 学校 ・家庭 ・地域等の大学公開(研 修等)
〈セ ンター協議会加盟大学によって展開されている学習形態お よび学習者 〉
現在、主 としてセンター協議会加盟大学 において、SCSを用いて実施 されている講
義内容 は前述の5項 目のうち0、 ③及び0で ある。 このときに学習者が どの ような立場
にあるかによってその利用 目的が異 なって くる。ここでい う学習者の立場 としては次の
ように考えることがで きる。すなわち①学部学生、②大学 院生(学部からの進学者)、③
大学院生(現 職教員)で ある。③ の大学院生 としての現職教員 とい うのは 「高度専 門職
業人の養成 に特化 した実践的な大学院の制度化」が大学審議会において も議論 されてい
ることか ら、今後 どの ようなかたちで③ に対する教育システムを整備 してい くかは特に
大 きな問題 となると考えられ、考慮すべ き部分である と思 われる。
3一(3)で述べた4つ の形態の うち、現在センター協議会加盟大学によって実施 されて
いる学習形態は(1)講 義形式、(2)演 習形式、(3)ゼ ミ形式の3つ におお まか に
分 けることがで きる。前述 の学習者 の立場①お よび② と③ を縦軸 に、SCSによる学習
形式 を縦軸に して表4-1に 整理 した。これ を見る と講義形式が最 も参加局の数、(講
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義に)参 加する人数に対する制約がな く、 また①、②、③それぞれの学習者 にとっても
参加が可能な形式であると言える。
表4-1学 習形式 と学習者の立場の組み合 わせ によるSCS利用授業の実現可能性
講義形式 演習形式 ゼ ミ形式
担当講師と参加者 責任者と参加者 責任者と参加者
講師による講義(一 斉) 文献の輪読など 論文作成の指導など
①学部学生 ・参加局の数が限定される場 ・参加人数が限定されるべき
・参加局及び参加人数の数に 合は可(平均 して5局程度) ・論文の専門性、参加者の関
左右されず実施可能 ・参加者の人数及び関心領 心領域によって成立の可能
②大学院生 ・関心のある講義を選択視聴 域によって成立が左右 され 、性が左右される
することができる る
③大学院生 ・継続 性 、 コー デ ィ ネー ター
(現職教員) である責任者の役割大 ・特に現職教員による修士論
文作成などは参加者のバッ
クグラウンド及び目的が共
通であるために実施可能
〈SCSを利用 した 「講義 」 〉
この ことは同時 に、SCSを利用 した授業(講 義形式)に お ける、大学教員の役割お
よび授業方法の変革が求められるようになることを意味する。それは、かつての放送教
育 をめ ぐる論争 において問題 になった教師論 と同 じように(有 光、1994)、画面の中の
教師に対 し、現実 に教室 を組織する教師について 「教師は(学 習内容に関 して)方 向付
けをす るべ きではない」のか、または 「教師の指導が必要」であるか、今後 の大学教育
及び高等教育の内容の質的向上及び教員の資質向上 を考えるうえで も検討 してお くべ き
事柄であろ うと思 われる。
<SCSを利用 した大学院生現職教員 を対象 とした 「ゼ ミ」>
3つの学習形式 の中でも特 に、参加者の関心領域及びバ ックグラウン ド(経験)の 共
通性 を必要 とするゼ ミ形式、例えば現職教師が修士論文 を作成す るとい う形のもの(益
子、1998)がその学習の性質上、最 も適 しているようである。 しか しこれは、参加者数
及び参加局数によって影響 されることが多 く、双方向とい う衛星 放送 システムを活用 し、
かつ学習内容 としての話題提供および検討の機会 を継続 してい くためにも、参加局 を限
定 し、連続性 をもって実施 していかな くてはならないとい う制約があることに注目 して
おかな くてはならない。
また現在、現職教員 を対象 としたSCSを用いた現職教育 に関 しては、文部省 を中心
とした衛星 通信 を利用 した教育情報通信 ネットワー クシステムの整備が進められている
(坂井、1998)。ここでは全国規模 での教育関係職員研修の充実 を目指 し、国立教育会館、
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学校教育研究所、社会教育研修所で実施 される研修を各県の教育セ ンター等へ送信 し、
全国規模で教育関係職員研修の充実 を図ることが試み られる。この ような文部省が主導
するシステム整備に対 して、大学側が現在先行 しているSCSシステムで、今後 どの よ
うな リソースを現職教育 に提供 してい くことがで きるのかということが問われていると
言えるだろう。
5.大学に期待 される役割 と課題
(1)大学開放の課題
これまで大阪大学では、様 々な大学開放の施策 を行 ってきている。
① 公開講座および各種講習会
② 同和 ・人権問題 に関す る講演会および映画会
③ 社会教育指導主事講習会
④ インターネットによる大学 ・学部紹介および各研究室の研究テーマ等の提供
⑤ 現職教員および社会人(企 業 を含む)の 大学院(前 期 ・後期課程)へ の入学お よ
び研究員 ・聴講制度
⑥ 外国人研究員な らびに留学生の受け入れ
しか しなが ら、大学独 自に所有 しているデー タ ・情報および方法 ・設備 を体系的に提
供 ・公開 しているわけではない。
他大学 との連携 は、国立大学 を中心 としてSCSで実施で きるが、私立大学 との交換
授業 などは皆無に等 しい。今後2、3年 以内にATMは 電話回線で伝達速度 ・容量 とも
に、一桁以上の性能の向上が見込まれている。 したが って、 インターネッ トも動画を含
むマ ルチメディアの双方向の通信 システム として機能する。 これまで作成 されてきてい
るホームページとは全 く様相が一変 し、データベ ース型のものは次代 に引き継がれるで
あろう。
この ような情報通信技術 とそこに乗せ る内容面の両方か ら、SCSとATM.のリンクを
構想 してい く必要がある。
① 大学教授法の改善、吹田 ・豊中キャンパスの遠隔授業(光 ファイバー、ATM)
② インターネットによる学校教育関連施設 との連携(学 校 、教育研究(研 修)セ ン
ター、教育委員会、地域の文化 ・歴史 ・伝統)
③ 社会教育施設 との連携(公 民館 、図書館、博物館、人権センターなど)
他大学 との交換授業お よび会議 ・カンファレンス
④ ボランティア人間科学 とJICA(国際協力事業団)、NGO(非政府組織)や ボラン
ティア団体等 との連携
⑤ 放送大学番組、教師教育 ビデオ ・番組ライブラリー、教育実践データベース(斎
藤喜博、大村はま、録画授業 のライブラ リー等)、 ドキュメンタリー番組等のライ
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ブラリー
これ らをふ まえて、新 しい教育情報の原資料 をライブラリーとし、保存 ・提供するこ
とによって、人間科学 コミュニケーションセ ンターを構想 してい きたいと考 えている。
(2)大学教育改善の課題
本論文で は、SCSを利用 した高等教育あるいは教育実践研究のあ り方につい て、人
間科学部での取 り組みをもとに検討 して きた。
今後 の課題 についてはすでに述べ たが、若干の補足を行 うことにしたい。
SCSに代表 されるような、通信衛星 を利用 した遠隔教育の システムは非常 に高価で、
国レベルで整備 しなければ普及が難 しいのが現状である。そ こで、既存の電話回線や光
ファイバー、 インターネッ トなど他の通信網 との組み合わせ を考 えていかなければなら
ない。情報技術 は日進月歩で発展 しているので、教育現場 にさまざまなハー ドウェアが
流入す る事態 は続 くと考え られ、「ハー ドウェア重視、 ソフ トウェア軽視」の傾向 を打
破する方策 として、常 に内容重視であることを想定 してお く必要がある。
最近お よび近未来の大学の教養教育の改組に見 られるような知の枠組みの変革にあわ
せて、教育方法 その ものを検討する動 きがい くつかの大学で見 られる。たとえば、北海
道大学では 「高等教育機能開発総合セ ンター」、名古屋大学では 「高等教育研 究セ ンター」、
京都大学では 「高等教育教授 システム開発セ ンター」 といった高等教育センターが設置
され、高等教育を大学内部の もの としてではな く、広 く外部 に開かれた学問研究の基地
として位置づけている。人間科学 コミュニケーションセンター構想 も同様の理念を持つ
と考 えられ、 これにSCSを組み込む ことによって、ハ ー ドウェア とソフ トウェアが教
育方法や学問 ・研究の新たな発展 に向けて相互作用 してい くことが望 ましい と考える。
注
*1平 成9年12月18日 答 申(日 本 教 育 新 聞 、 平 成10年5月30日付 「平 成10年教 育 キ ー ワ ー ド」 に よる)。
*2毎 日新 聞 、 平 成10年10月18日付 朝 刊 に よ る。
*3hnp二//www.nime,acjp/indexrl.htm1(メデ ィ ア教 育 開発 セ ン ター)を 参 照 。
*4こ れ まで の 科 学 を 「書斎 科 学 」 と 「実 験 科 学 」 に分 類 した上 で 、 ボ ラ ンテ ィ ア学 の よ う な現 場 を
中心 と した 学 問 領 域 につ い て 、 新 た に 「野 外 科 学 」 を構 想 した 川喜 田 二郎 の 考 察 は示 唆 に富 む「もの
と思 わ れ る(川 喜 田 二 郎(1967)『発 想 法 』、 中公 新 書 〉。
*5http://www.cfdc.gifu-u.acjp/cerd/scs/index.htm且(国立 大 学 教 育 実 践研 究 関 連 セ ン タ ー協 議 会)を
参 照 。
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CanSpaceCollaborationSystem(SCS)beutilizedin
HigherEduc3tiqnand
fbrEducati6nalResearchandDevelopmen亡?
KazuhitoHOSOKAWA,AkikoNISHIMORI,
TakanoriMAESAKOandMitsuhiroINOUE
<abstract>
SCS(SpaceCollaborationSystem)isaninte卜universityeducationalnetworkuslngsatellite
communications.Itwasintroducedinto37highereduρat童oninsti加tio.nsinOctober.1996,since
thenwehavebeenusingth量ssystemcontinuously.Thenumberof量nstitutionswhichusethis
systemareinαeasing,wemustfindawayofovercomingsom畔difficultiesinordertouseSCS
fりralongtime.
Yamaguchi,MaesakoandInoue(1997):designedandproposedteaching71earningsystemin
thecaseofour血cultycalled"HumanSciencesCommunlcationCenter".Wesh◎u且dargueabout
ro且esofSCSinthisproposition.
Thepurposeofthisstudylstoc.lassifyproblemstouseSCSinhighereducationandfor
educationalresearchanddevelopmentinthecaseofourfaculty.
Thepl℃ceduresareasfbllows;
1)classifyingdefinitionsofdistanceeducation,
2)analyzingpHotstudiesofd垂stanceeducationviasate且liteinthewor亜d,
3)summa㎡zihgandanalyz量nghow.weutilizeSCSinourfaculty.
TheissuesofusingSCSsystemareas・fbnows;
1)topIepafefbrvariousleamingresources,especia1且yweneed.visualresourcessuchas
TVprDgramsorrecordedcla$sroomaρtivities..Moreoverthe..relationshipwith・other
ed血catlona且instituteshouldbeconstructedandmaintained.
2)toplacelec加resandseminarsusingsatellitecommunicationsinthecurriculuminorder
toperm髭togivecredits.
3)t・imp・ ・veandd・Y・1・P・fteach・ed・catl・np・9・ami・high・・educati・n・P・面 ・・1・1y
fbrlnserviceteachersR)rthepurposeofgettingmasterdegree,weexpectSCSto
contributetotheirteachingandleamlng.
